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2010年8月2日  

肝炎を含む感染症対策に関する労働組合の取り組み等について  

日本労働組合総連合会  

生活福祉局長 篠原 淳子  

1．連合（日本労働組合総連合会）紹介   

○ 中央労働団体（ナショナル・センター）   

○ 全ての働く人たちのために、政策の実現や労働相談活動など、雇用と暮ら  

しを守る取り組みを実施  

2．労働者の健康管理にかかわる諸制度  

～現行法制度下における健康管理に関する労働組合の取り組み～   

○ 安全衛生委員会を通じた対応   

＞ 労使による安全衛生委員会の設置と安全衛生活動   

≫ 定期検診時における特殊検診の実施、健康相談の実施   

＞ 労働者の健康管理のための情報提供・啓発活動   

○ 休暇制度（特別休暇）における対応   

＞ 労働基準法上は年次有給休暇のみ   

＞ その他は特別休暇（休暇種別等の具体的内容及び有給・無給の別等は労  

使協議・交渉事項）   

○ その他の対応   

＞ 安全衛生に関するマニュアルの策定  

3．肝炎を含む感染症対策に関する労働組合の取り組み   

○ 労使関係事項   

＞ 安全衛生委員会活動を通じた情報提供及び啓発   

＞ 福祉・医療職場において実施されている特殊検診の運用拡大   

≫ 産業医や保健師、看護師等による健康管理・相談等   

＞ 特別休暇制度への通院休暇や検査休暇等の組み入れ  

例）人工透析通院休暇、ドナー休暇、難病者通院支援、リハビリ勤務等   

○ 政策事項   

≫ 国及び地方自治体による、肝炎を含む感染症に関する啓発・情報提供活  

動への連携及び協力   

≫ 国による肝炎を含む感染症対策指針づくりへの連携及び協力   

＞ 経営者団体、関係学会等への連携及び協力  

以 上  
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買2回肝炎対策推進協議会発言要旨  

平成2・2年8月2日  

全国中′J＼企業団体中央会  

理事・事務局長 瀬戸 実  

1．全国中小企業団体中央会の概要  

（1）根拠法  

中′j＼企業等協同組合法（昭和24年法律第181号）  

中小企業団体の組織に関する法律（昭和32年法律第185号）   

（2）設 立  

昭和31年4月10日  

（3）組織・会員  

・都道府県中′ト企業団体中央会（47）・全国組合。連合会・団体など（382）  

事業協同組合（23，102） 事業協同小組合（4） 信用協同組合（109）  

火災共済協同組合（41） 企業組合（1，101） 商工組合（1，049）  

協業組合（668） 商店街振興組合（986） 生活衛生同業組合（125）  

各組合の連合会（624） 金融機関等商土団体（1，754）  

◎中央会加入組合等の所属中′」＼企業者（約300万）   

日本の中小企業者数420万の約7割を組織しているわが国最大の中小企業  

2．中小企業団体中央会の使命と取り組み   

○中小企業団体中央会は、組合等の連携組織を通じた中小企業の振興を使命とし、   

「中小企業等協同組合法」及び「中小企業団体の組織に関する法律」に畢づき設   

立されキ特別認可法人です。  

○中小企琴団体中央会は、「中小企業連携組織支援のための専門機関」として、中   

小企業者が相互にその経営資源を補完するために必要な事業を展開し、併せて中   

小企業の振興に必要な事業孝行うことを任務としています。   

◎中小企業団体中央会の取り組み  

q中小企業組合の設立・運営等の支援   

。中小企業の人材養成の支援   

・中小企業施策の指導。支援   

・中小企業全般に関する調査研究。情報提供   

。中小企業対策に関する建議■陳情・請願 など  

トーサ  
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3．中小企業団体中央会の強み  

47都道府県中小企業団体中央会と本会とのネットワーークにより、活動範囲が全   

県に亘っています。  

4．都道府県中小企業団体中央会を通じた過去の施策等周知実績（厚生労働省関係）   

○イクメンプロジェクトの周知（平成22年6月）  

○第25回男女雇用機会均等月間の周知（平成22年6月）   

○障害者雇用率制度及び障害者雇用納付金制度の改正の周知  

（平成22年6月）   

○平成22年度全国安全週間の周知（平成22年4月）   

O「ジョブiカ」ド制度」の一層の推進に関する周知（平成22年4月） 他  

5．肝炎対策に関する周知の考え方   

中小企業団体中央会のネットワークカを活かして以下の事項に関する周知を中   

小企業者に行っていきたいと思います。  

○肝炎ウイル不検査受診の意義の周知、検査受診の呼び掛け  

○インターフェロン治療のための入院自適院や副作用等で就労できない従業員に対   

する休暇の付与等  

○職場や採用選考時において、肝炎の患者・感染者が差別を受けるこ‘とのないよう   

な正しい理解の普及   

以上のような周知を行っていくた捌こは、去る平成20年12月に時の厚生労働大  

臣より日本経済団体連合会会長に発出されキ協力要請書と 

宛てにいただければ行勤しやすいのでこの点についてご配慮願えれば幸甚にし存じま  

す。  

り′′▼ノ   



し．垂画  

企業の取組について  

JFEスチール㈱安全衛生部部長  

日本経団連 産業保健問題WG座長  

高橋 信雄  

1．はじめに  

2．企業の取組  

3．いま求められること～肝炎対策の普及・啓発にあたって  

4．おわりに  

以 上   
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♪おはよう！けんぽれん♪  

1さ⊆！こ主菜▲葉買謹望遠含量  

B型肝炎やC型肝炎は、  

ウイルスに感染していても、  
自覚症状がないことが多いのです。  

けれども感染したまま放置しておくと、  
肝硬変や肝臓がんへと  

進行することがあります。  
厨∈巨＝溺＝琵払  

∈フ」ニ′蓼  

ウイルス感染の心当たりがなくても、  

健診のときや保健所で、  
ウイルス検査を受けることをお勧めします。  

早期発見して治療を早く始めるほど、  
治療効果は高くなるということです。  

廷敬呈琶廷ヨ意篤芸，、，  ・ト‾ここ ニー ∴■  
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王専一垂、き斗  

ウイルス性肝炎治療のための  

病気休暇等に関するアンケ剛卜  

武蔵野赤十字病院副院長兼消化器科部長 泉並木  

アンケ鵬ト調査  

回答企業数≡且¢85  

巨「∵   
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A．ウイルス性肝炎の早期発見のための取り組み  
社内での肝炎に関する啓発活動の有無  

n＝53  n＝1，085   

A．ウイルス性肝炎の早期発見のための取り組み  
社内での肝炎に関する啓発活動内容  

ト 二J   



A．ウイルス性肝炎の早期発見のための取り組み  
肝炎ウイルス検査の機会の確保  

回し 
定期健診で肝炎検査  雇い入れ時の肝炎検査  

A．ウイルス性肝炎の早期発見のための取り組み  
検査後のフォローアップ  

医療機関への受診の勧奨  勧奨後の受診有無の確認  

n＝255  n＝162   
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臥肝炎治療促進のための取り組み等  

治療が必要な従業員への就業上の配慮  

n＝1，085  

就業上の配慮  

B．肝炎治療促進のための取り組み等  

治療が必要な従業員への就業上での配慮内容  
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時間外労働の縮減 フレックス制度活用  出張の制限  短時間勤務  勤務日数の縮減   部署異動  
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臥肝炎治療促進のための取り組み等  
過去5年間の肝炎治療を行った労働者の例数  

臥肝炎治療促進めための取り組み等  

治療のための休暇  

休暇取得時の病名の必要性  

n＝1，085  
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臥肝炎治療促進のための取り組み等  

肝炎の治療を受ける際の休暇制度  
最大休暇日数（肝炎治療の有給休暇）  

最大休暇日数（肝炎に限らない有給休暇）  
169  
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10日以内   11－30日  31－90日   91－180日  181－ヨ65日  365日以上  有給休暇   

B．肝炎治療促進のための取り組み等  
肝炎治療をうけた従業員への対応時の留意点  

プライハナシーヘの配慮  

20  

治療の副作用による業   

務上遂行上の支障  
7  

0．7％  

肝炎治療の従業員への対応  

該従業員以外の業務   
負担の増加  

11  

1．1％  

治療休暇により、所管   

する業務に支障  

肝炎治療の従業員は今  

までいない  

841  

87．7％  

n＝959   
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臥肝炎治療促進のための取り組み等  

相談窓目の有無  

臥肝炎治療促進のための取り組み等  

相談窓口  

lll  1   
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ウイルス性肝炎治療のための  

病気休暇等に関する取組に対する提言  

●啓発活動   

●肝炎ウイルス検査   

●検査後の受診勧奨  

○治療の際の就業上の配慮   

○相談窓口  
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簡易瑚迅速取残  救済（法務省都ふ穂波護機関閲取組）  
軋も、蜘闇封1l■≧メl；一間柊くt）滞I’1相関」¶l〔■醐、け 苗（l】抽椚り■榔鞘芦川びi瀾［㈹■耶血r前山【馴甥l卵価制′酬鸞■Ⅵ！ヨ㈱コ丁珊J罰芯洞頑】沸・Ⅴ磯舟甘叩γ肺肝澤綜椚Ll丘‘’】◆Yニコ1■m，＝咋コ媚’ト   



工〉∴  
（二）もノ）   



平成21年における「人権侵犯事件」の状況について（概要）  

～人権侵害に対する法務省の人権擁護機関の取組～  

■■■■－■■■■■■■■■■＝■■■■■●■■■■■■■■■■■■■●■■■■■■■－－－－一一－－－■■■－－－■－－－－－－－●■－■－－－■■－－－－●●一－■－■－－－－－－■■‥■－－■－－t－■－■－t】■－－－－■●■■■■－■■●－■■－●■■■l   

O新規救済手続開始件数 21，218件 （対前年比019％減少）  

○処理件数  21，309件 （対前年比0．1％増加）  

【新規救済手続開始件数からみた特徴】   

① 児童に対する暴行・虐待に関する人権侵犯事件の増加  

725件（対前年比15．6％増加）   

②社会福祉施設における人権侵犯事件の増加  

153件（対前年比19．5％増加）   

③ インターネットを利用した人権侵犯事件の増加  

786件（対前年比52．6％増加）   

④ 労働関係の人権侵犯事件の増加  

1，257件（対前年比11．0％増加）   

法務省の人権擁護機関（以下「人権擁護機関」という。）は，人権侵犯事件調  

査処理規程（平成16年法務省訓令第2号，以下「処理規程」という。）に基づ  

き，人権侵害を受けた者からの申告等を端緒に人権侵害による被害の救済に努め  

ている。   

平成21年（暦年）における人権侵犯事件に対する取組状況は，以下のとおり  

である。  

1 平成21年中に取り扱った人権侵犯事件数の動向   

平成21年は，平成20年（以下「前年」という。）に比べ，新規開始件数   

は0．9％の減少とわずかながら減少し，処理件数は0．1％の増加とほぼ前   

年並みの件数となった。  

（1） 開始件数（図1）  

平成21年中に，新規に救済手続を開始した人権侵犯事件数は21，21   

旦佐であり，対前年比で194件（0．9％）減少した。  

（内訳）  

∴Tl－   



㊥ 公務員】教育職員等による人権侵犯事件数が3，512件（対前年  

比55件 （1．6％）増加）  

㊥ 私人間の人権侵犯事件数が17，706件（対前年比249件（1．  

4％）減少）  

（2） 処：哩件数（図2）  

平成21年中に処理した人権侵犯事件数は21，30乳性であり，対前年   

比で11件（0．1％）増加した。  

（内訳）  

㊥ 公務員・教育職員等による人権侵犯事件数が3，547件（対前年  

比65件（1．9％）増加）  

㊥ 私人間の人権侵犯事件数が17，762仲・（対前年比54件（0．  

3％）減少）  

処理内訳別にみると，措置の内容としては，「援助」（注1）が19，833   

件（全処理件数の93．1％）で最も多く，次いで「要請」（注2）が183件   

（0．9％），「説示」（注3）が141件（0．7％），「調整」（注4）が109件   

（0．5％）となっている。  

また，特に重大・悪質な事案に関して，文書をもって是正を求める「勧告」   

をした事件が1件，関係行政機関に対して，文書をもって適切な措置の発動   

を求める「通告」をした事件が2件となっている。  

このほか，「措置猶予」（注5）が27件（0．1％），「侵犯事実不存在」が   

314件（1．5％），「侵犯事実不明確」が539件（2．5％），「啓発」   

（注6）を行ったものが207件（1．0％）ある。   

（注1）法律上の助言を行ったり，関係行政機関や関係ある公私の団体等を紹介する  

こと。   

（注2）被害の救済又は予防について実効的な対応ができる者に対し必要な措置を執  

るよう求めること。   

（注3）相手方の反省を促し善処を求めるため事理を説き示すこと。   

（注4）被害者と相手方との話合いを仲介すること。   

（注5）事案の軽重や反省の程度，懲戒の有無等を考慮して措置を講じないこと。   

（注6）事件の関係者や地域社会において，事案に応じた啓発を行うこと。  

（3） 特別事件  

平成21年中に，新規に救済手続を開始した人権侵犯事件数のうち，特別   

事件（処理規程第22条に規定されている重大な人権侵犯事件）の件数は1，  

と‾）12－  
r二〉し）   



385件で，前年に比べて70件（5．3％）増加した。  

2 人権侵犯事件の類型別にみた新規救済手続開始件数の動向  

（1） 暴行・虐待事案（図3，4）  

平成21年中における暴行t虐待事案は5，099件で（対前年比3．2  

依然とし   ％減少），全事件類型別の中で最も多く全事件数の24％を占め，  

て憂慮すべき状況で推移している。  

このうち，いわゆる社会的に弱い立場にあるとされる女性，児童，高齢者⊥   

障害者を被害者とする割合は85％（4，334件）と非常に高い割合を占   

めている。  

（2） 住居・生活の安全関係事案（図3，5）  

平成21年中における住屑・榊985件で（対前   
年比3．6％減少），全事件数の18．8％を占めている。  

このうち，相隣間における騒音等の相隣関係から生じる人棒頂犯事件数は   

1，776件で，前年に比べ6．2％増加している。  

（3） 強制一強要事案（図3，6）  

平成21年中における強制t聯646件で（対前年比8・5   
％減少），全事件数の17．2％を占めている。  

（4） プライバシー関係事案（図3，7）  

平成21年中におけるプライバシー関係事案は1，869件で（対前年度  

14．9％増加），全事件数の8．8％を占めている。  

このうち，インターネット等によるもの（注）は，  前年の460件を大きく  

上回る746件（62．2％増加）と引き続き大幅な増加傾向を示している。  

（注）インターネット等によるものとは，インターネット等を利用して，特定個人を   
誹諌中傷する情軋 特定個人のプライバシーを侵害する情報など違法・有害な   

情報を流通させるものであって，インターネットを利用した不当な差別的言動   
及び差別助長行為等は含まれない。  

（5） 学校における「いじめ」事案（図3，8）  

平成21年中に新規に開始した学校における  「いじめ」（注） 
に関する人権  

侵犯事件数は1，刈1％減少）であり，前年に続き2  

年連続で減少したものの，依然として高い水準にある。  

（注）学校における「いじめ」に関する人権侵犯事件とは，いじめに対する学校側の  

きヨむ」3－   



不適切な対応等の事案であり，学校長等を相手方とするものであって，いじめ  

を行った加害児童t生徒を相手方とするものではない。  

3 特徴的な動向  

（1）児童に対する暴行一虐待に関する人権侵犯事件の増加（図9）  

平成21年中に新規に開始した児童に対する暴行一虐待事案に関する人  

6％増加している。  前年に比べ15．  件数は725件で，  権侵犯事  

この中には，同居の親族による児童虐待事案について，被害児童が児童   

相談所に保護されるに至るなどの「援助」を行った事案が含まれている0（別   

添事例3）  

（2）社会福祉施設における人権侵犯事件の増加（図10）  

平成21年中に新規に開始した高齢者施設，知的障害者更生施設等の姓会  

5％増加   前年に比べ19．  福祉施設におけ各人権侵犯事件数は153件で，  

となっている。その内訳は，障害者福祉施設職員によるものが61件（39・   

9％），高齢者福祉施設職員によるものが40件（26・1％），児童福祉   

施設職員によるものが15件（9．8％）となっており，職員以外による人   

権侵犯事件数は37件（24．2％う となっている。  

この中には，障害者施設における入所者に対する虐待事案について，「勧   

告」を行った事案及び高齢者施設における入所者に対する虐待事案について，   

「説示」「通告」を行った事案が含まれている。（別添事例8，9）  

（3）インターネットを利用した人権侵犯事件の増加（図11）  

インターネットの普及により様々な情報に容易にアクセスできるようにな   

った反乱 インターネットを利用した人権侵犯事件は，ここ数年急激な増加   

傾向を示している。  

平成21年中に新規に開始したインターネットを利用した人権侵犯事件数   

は，阻如巨（52・6％増担⊥で・大幅な   

増加となっており，このうち，名誉毀損事案が295件，プライバシー侵害   

事案が391件となっており，この両事案で全体の87－3％を占めている0   

また，特定の地域が同和地区であるとする書き込みがされるなどの差別助長   

行為事案は24件あった。なお，これらのうち，当機関がプロバイダ等に対   

し削除要請を行ったものは81件である（対前年比8％増加）。  

損い4－   



この中には，本人の意に反して実名及びメールアドレス等がインターネッ   

ト上の掲示板に掲載された事案について，「プロバイダ責任制限法 名誉毀   

損－プライバシー関係ガイドライン」（プロバイダ責任制限法ガイドライン   

等検討協議会）に基づきプロバイダ等に対し削除要請を行った事案が含まれ   

ている。（別添事例5）  

（4）労働関係の人権侵犯事件の増加（図12）  

現下の厳しい経済情勢の影響によって，雇用情勢等も悪化している状況に   

あり，労働関係の人権侵犯事件は，平成18年以降増加傾向を示している。  

平成21年中に新規に開始した労働関係の人権侵犯事件数は1，257件  

で，前年に比べ11．  0％増加となっている。  その内訳は，リストラに閲す  

るものが132件（10．5％），労働強制や中間搾取等の労働基準法違反  

に関するものが98件（7．8％），労働組合法第7条違反による不当労働  

行為に関するものが53件（4．2％）．その他（注）が974件（77．5  

％）となっている。   

（注）その他の事案には．職場において職権を利用し，部下の人格や尊厳を侵害する  

言動を繰り返すなどして精神的な苦痛を与え，職場環境を悪化させたり雇用不  

安を与えたりしたとして申告があった事案（パワーハラスメント）などがある。  

4 添付資料  

（1）平成21年中に法務省の人権擁護機関が救済措置を講じた具体的事例（別  

添1）  

（2）人権侵犯事件統計資料（平成21年1月～12月）（別添2）  

（3）「女性の人権ホットライン」の利用状況について（別添3）  

（4）「子どもの人権110番」の利用状況について（別添4）  
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（別添1）  

平成21年中に法務省の人権擁護機関が救済措置を講じた具体的事例  

（暴行・虐待事案）  

事例1 夫による妻に対する暴力事案  

妻から被害の申告があり，調査を開始した事案である。申告内容は，夫から   

日常的に暴言を吐かれ，身体を足蹴りされるなどの暴行を受けているというも  

の。  

緊急の対応が必要であるとの判断から，被害者の一時保護を念頭に「配偶者   

暴力相談支援センター」への通報をしたところ，被害者は，速やかに一時保護   

されるに至った。その後，被害者は，自宅に帰宅することを希望し，その前提   

として相手方夫に対し，暴力をやめるよう啓発してほしい旨を希望した。そこ   

で，被害者と相手方夫の関係の調整を試みたところ，相手方夫は，暴力行為を   

認め，その不当性を十分に認識し，深く反省している態度を示し，被害者もこ   

れを了解した。その後，被害者に現況を尋ねたところ，相手方夫からの暴力は   

一切なくなったことが確認された。（措置：「調整」「啓発」）  

事例2 息子による高齢の母親に対する虐待事案  

市の地域包括支援センターから通報があり，調査を開始した事案である。通   

報内容は，認知症が進行した高齢の被害者が，唯一の収入源である年金が入金   

される通帳等を息子に管理されている上，息子は，被害者に十分な栄養のある   

食事も与えず，また，被害者の介護保険利用料や光熱水料なども滞納するなど   

の経済的虐待を行っているというもの。  

被害者への対応について，市の担当者及び医療ソーシャルワーカーとの話合   

いを行った結果，被害者を介護老人保険施設へ入所させることが望ましいとの   

結論に達した。そこで，息子に対し，粘り強く要望した結果，息子は，滞納し   

ていた被害者の介護保険料及び光熱水料を精算し，被害者を介護老人保険施設   

に入所させるとともに，同施設の費用についても，被害者の年金で不足する分   

については，自らが支払う旨を約束するに至った。（措置：「援助」）  

＼＼．  
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事例3 同居の親族による女子生徒に対する虐待事案  

子どもの人権SOSミニレターが送付され，調査を開始した事案である。内   

容は，同居する叔父から性的虐待を受けているというもの。  

被害者（中学生）の安全を第一に考え，速やかに学校に対して情報提供を行   

い，今後の対応については，学校，教育委員会，児童相談所及び法務局をメン   

バーとするサポート委員会を立ち上げて検討した上，児童相談所とともに被害   

者との面談を行ったところ，被害者は，相手方から離れたい旨を希望したこと   

から，速やかに児童相談所に保護されるに至った。（措置：「援助」）  

（プライバシー関係事案）  

事例4 女子児童に対する落書きによる名誉侵害事案  

女子児童の母親から被害の申告があり，調査を開始した事案である。申告内   

容は，近所の民家の塀に女子児童を名指しした上で「死ね」「ウザイ」「消え   

ろ」等の落書きがされており，学校に相談をしたが，当該塀が民家の所有物で   

あり，落書きを消してもらえないというもの。  

調査の結果，申告に係る落書き以外に新たな落書きがされていたため，民家   

の管理者に対して，落書きの事実を伝え，その消去を含め速やかな対応を依頼   

したところ，落書きが消去されるに至った。また，学校に対しては，いじめ及   

び落書きにつし＼て全児童への指導を依頼したところ，女子児童に対する同級生   

の対応も改善されたとして，母親から謝意が述べられるに至った。（措置：「援   

助」）  

事例5 インターネット掲示板におけるプライバシー侵害事案  

被害者から被害の申告があり，調査を開始した事案である。申告内容は，イ   

ンターネット上の掲示板に，何者かが被害者本人を名乗った上で，実名やメー   

ルアドレスのみならず，被害者の私生活に係る不実の内容を掲載しており，そ   

の書き込みを見た交際相手の両親から結婚を反対されたというもの。  

調査の結果，当該書き込みは，被害者のプライバシーを著しく侵害するもの   

と認められたことから，当該掲示栃を開設しているプロバイダに対して当該情   

報の削除を要請した。なお，プロバイダヘの削除要請は「プロバイダ責任制限   

法 名誉投損tプライバシー関係ガイドライン」（プロバイダ責任制限法ガイ  

、＼  ■   



ドライン等検討協議会作成）に定められた方式に則って行ったところ，対象情  

報は速やかに削除された。・（措置：「要請」）  

（学校におけるいじめ関係事案）  

事例＿6 いじめに起因する不登校事案  

女子児童の母親から＿被害の申告があり，調査を開始した事案である。申告内   

容は，女子児童が同級生から無視されるなどのいじめを受けたことにより不登   

校状態となったが，学校はいじめ解消のための適切な措置を講じていないとい   

うもの。  

調査の過程で，母親と学校との間で意思の疎通がうまく図られていないため   

に，母親が学校に対して強い不信感を抱いていることが認められた。そこで，   

学校と母親の話し合う場を設けて信頼関係の回復を蘭みたところ，母親は学校   

側のいじめへの対応に理解を示し，双方間で良好な関係が構築され，女子児童   

の不登校状態が解消されるに至った。（措置：「調整」）  

（差別待遇事案）  

事例7 外国人に対する理容サービス拒否事案  

外国人から被害の申告があり，調査を開始した事案である。申告内容は，理   

容店で理容サービスの提供を受けようとしたところ，外国人であることを理由   

に理容サービスの提供を拒否されたというもの。  

調査の結果，理容店の店長は，外国人に対しては一律に理容サービスの提供   

を拒否するとの方針の下，申告者に対しても理容サービスの提供を拒否したこ   

とが認められた。そこで，店長に対し，理容サービス提供の在り方について改   

善に努めるよう説示した。（措置：「説示」）  

（社会福祉施設関係事案）  

事例8 民間の無認可介護施設における入所者に対する不当な身体拘束事案  

県からの情幸辰提供により，調査を開始した事案である。内容は，介護施設に   

おいて，入所者に対する不当な身体拘束が行われている疑いがあるというもの。  

調査の結果，同施設において，①一定期間1人又は2人の従業員に入所者ら   

の介護や調理，清掃等施設における日常業務の全部を行わせたため，入所者を  

l、1   
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約4か月の問，外部から動静を確認できない部屋に閉じ込め，室外から施錠し  

たこと，②月に数回シャワーを浴びる際のほか部屋から出さなかったこと，③  

施設外に排掴したり，異物を口に入れたりする入所者を外部から動静を確認で  

きない部屋に入れて閉じ込めたこと，④常時又は断続的に，両手を綿布でベッ  

ド柵に縛り付ける身体拘束があったことなどの事実が認められた。   

そこで，同施設を運営する法人に対して，入所者の人権に配慮した業務遂行  

を行うよう従業員に対する指導・監督を徹底し，同種事案の再発防止に努めら  

れたい旨勧告した。（措置：「勧告」）  

事例9 高齢者入居施設における入所者に対する虐待事案  

高齢者入居施設の入所者の親族から被害の申告があり，調査を開始した事案   

である。申告内容は，施設において，入所者に対する虐待が行われているとい   

うもの。  

調査の結果，同施設を運営する会社の代表取締役は，従業員に指示して，断   

続的に，入所者をベッドに寝かしつけた上，同入所者の手首をタオルの一端で   

縛り，もう一端をベッドの柵に結びつけるなどして，入所者が自由にべッドか   

ら動かないようにする身体拘束を行ったほか，別の入所者5名に対して，同入   

所者らの居室の外側から施錠し，自己の意思では開けることのできない状態に   

して行動を制限する身体的虐待を行ったことが認められた。  

そこで，同代表取締役に対して，人権について正しい理解を深め同種事案の   

再発防止に努められたい旨説示するとともに，高齢者福祉事業につき指導・監   

督の任に当たるべき知事及び市長に対して，所要の措置を講ずるよう通告した。   

（措置ニ「説示」「通告」）  

（刑務職員関係事案）  

事例10 少年院における暴行陵虐事案  

新聞報道を端緒に法務局が調査を開始した事案である。内容は，少年院の法   

務教官が，1年以上にわたり，在院者数十名に対し，暴行陵虐行為に及んでい   

たというもの。  

調査の結果，暴行陵虐の事実が認められたので，少年院において発生したこ   

との重大性にかんがみ，現少年院長に対して，今後，一層暴行陵虐の防止に向  
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けた適切な措置を講ずるよう要請し，併せて，当時の法務教官4名及び当時の  

少年院長に対し，本件行為の不当性を十分に認識し，自戒するとともに，人権  

について正しい理解を深め，今後，いかなる人権侵害行為にも及ぶことのない  

よう説示した。（措置：「要請」「説示」）  
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（別添2）  

「人権侵犯事件」統計資料（平成21年）   
手 続 開 始 内 訳  ＝≡    ・●  

件  名   総数  旧受  新受計  申告  措  置  侵犯  
処垣件－  措置  未済  

通報   猶予  
在   

総1合 弁ト  21．964  746  21．218  9．255  11．492  向  68  394  2  21．309  19．833  109  183  141  ロ  2    切  314  539  120  皿  4  207  655   

公務員等の職務執行に伴う侵犯事件   
総 計  3．842  330  3．512  1．623  1．710  2  口  175  口  3．547  2．931  30  70  90  10  194  234  37  B  3  36  295   

特別公務員による侵犯  
「警察官によるヰ、の  273  46  227  153  72      2    254  184  q  29  33  5  2    2  19   

し その他特別公務員  9    8  6  2  9  6  

教育職具による侵犯  
「体罰  314  46  268  97  50      120    217  105  2  62  70  5  18  4  2    4  97   

し その他  743  58  685  336  320  ロ    28    690  586  14  2  5  3    61  6      20  53   

学校におけるいじめ  1，824  37  l．787  616  1．155  口    15    1．797  1．750  10  4  6  12  6  4  27   

刑務職眉による侵犯  334  ‖0  224  207  9      7  n  258  35    n  6  120  83  ‖  ⊆  2  2  76   

その他の公務員による侵犯  
「国家公務員  50  3  47  36  m          44  34  2  2  3  2    口  n  6  
地方公務員   269  28  241  160  78      3    252  207  2  仁  月  ⊆  15  21  2  ロ    2  17   

しその他  26    25  12  13  26  24  2  

私 人 間 の 侵 犯 事 件   
総 計  18．122  416  17．706  7，632  9．782  5  67  219  m  17．762  16．902  79  113  51  口  日    同  120  305  83  6  ロ  171  360   

人身売買  
売春に伴う珪．犯  3    2  2  2  

暴行虐待  
家族間におけるヾ－の  

夫の妻に対するもの   2．447  4  2 443  835  1，589    q  18    2．445  2．439  4  
3 2 

婁の夫に対するもの  143  口  142  49  92      口    143  143  
観の子に対するもの  895  25  870  334  497      39    880  877  2    3  2  田   

子の親に対するもの  504  8  496  181  308      7    501  494  3  3  3   

その他  384  7  377  169  201      ロ    378  375  可                  2        6   
その他  782    771  342  417  巳    口    769  751  12          13   

私担奉墜L  14    ▼＿川▼＿Jj  14  14  

医療に関する侵犯        199   2  8  20  4  2  L4   
人身の自由関係  
「精神保健法関係  93  18  了5  49  19    2  5    86  58    12  10  6  1 7 

【その他  29    24  10  13      F    29  23  4  2  
社会昼堕重臣駈¶．】  

「施設職員阜主ょ互迫 157    41  116  52  35      29    122  67    8  四  B  2    2  7  24  ロ  口    7  35   
lその他  40  3  37  20  16  35  28  2  3  2  

村八分  33  2  31  14  17  31  31                            2   

差別待遇  
女性に関するもの  48  2  46  23  23  48  44  2  

高齢者に関壬旦もの  63  2  61  31  30  62  58  

障害者に関するもの  252  23  229  130  90    n  8    227  190  5  4  田          5  14  5  8  25   

同和問是引こ関するヰ）の  192  35  157  64  16    46  31    167  5了    20  4  6  20  3      67  25   

アイヌの人々に関するもの  
外国人に関するもの  1t6    99  46  35    3  15    110  65  4    2  13  4      22  6   
HIV感染者等に関するもの  4    3  二            4  F                ロ  
刑を終えた人々に関するもの   16  2  14  四  3          15  10  口              口  3          口  
し その他  193  12  181  110  66  口  口  3    1（∋9  136  口  2  8  13  4  8  24   

垂些旛jこ関する伎考巳  2    2  口            2  2  
プライバシーに関する侵犯  
「報道機関等  17  n  16  12  4          田  14  
インターわト等によるもの  752  6  746  568  169    2  B    720  657    61            2  32  

相隣間に関するもの   371  14  357  160  195      2    358  333  5    n  3  4  7  4  5 13 

その他  788  38  750  419  317  口  6  6  n  760  665  6  3  5  10  47        18  28   

集会．結社および表現の自由  5  n  4  口  3          5  4                n  
信教の自由に対する堤犯  23    23    14          23  23  

教育を受ける権利への侵犯  23    23  13  10          22  22                            ロ   
労働権に対する侵犯  
至当労働行為  53    53  23  30          53  53  

労働基準法違反  98    98  48  50  98  98  

しその他  1135  29  1、106  567  533    口  5    1．103  l．045  3  3  9  35  9  5  32   

住居・生1普の安全に関する侵犯  

自力執行  29    28  14  14  29  28                    n  

相隣問におけるもの  

「小公害   
552  3  549  183  363      2    543  523  6  B  2  4          9  

1，247  20  1，2賀ヱ  449  773      5    1．230  1．174  16    2  8  22  5  3  17  
公毒   27    27  12  14  円        26  25  ロ                          口  
不動産   571  2  569  222  346      口    570  568  2  
その他  1．600  15  1．585  654  929      2    1，599  1．567  7    ロ  6  13  6  

強制強要  
家族間におけるもの  
大の妻に対するもの   875    875  267  603      5    875  875  
婁の実に対するもの   1了0    169  57  111      口    170  170  
親の子に対するもの   222  8  221  92  129          222  220  
子の掛； 203  3  200  61  139          203  203  

その他   402    402  149  252      6    400  398  2  

セクシュアル／＼ラスメント   386  21  365  163  202  373  345  2  2  7  2  田  2  ロ    6  13  

ストーカー   252    251  120  131  249  247  2  

その他  1，190  27  1，163  555  605      3    1，171  1，114  4    ロ  17  30  5  1 19 

組軋または多衆の重力による侵犯  23  2  21  15  6  23  21  

交通諺故  22    りり  6  16          22  22  
犯罪被害者  J    8  6  2          8  8  

その他  459    458  174  283    ロ      458  455  2  

‘雷ざ嘗′扇   



（別添3）  

「女性の人権ホットライン」統計資料（平成12年～21年）  

○ 設置目的   

男女共同参画社会基本法の制定を踏まえ，性差別に起因する人権侵害の被害者の救済を推進するため，平成12年7月3日，全国50の法務局・地方法務局  
の本局に，専用相談電話「女性の人権ホットライン」を設置し，夫やパートナーからの暴九職場等におけるセクシュアルり、ラスメント ストーカー行為等  
様々な女性の人権問題をめぐる相談を専門的に受ける体制を整備したもの。また，相談者の利便のさらなる向上のため，平成18年4月から，電話番号を全国  
共通としている。   

○ 各年の利用件数と主な相談内訳  

平成  13年   14年   15年   16年   17年   18年   19年   20年   21年   

暴  行  虐  待   1，145   2，166   2，412   乙478   2，285   2，241   2，447   2，657   2，369   

強 制  強 要  340  

（セクハラ・ストーカー除く）  
1，147   2，348   3，049   3，086   2，758   2，404   2，004   2，271   2，195   

セ  ク  ハ  ラ   124   329   643   805   694   705   707   545   447   446   

ス  ト  ー   カ  ー   131   202   334   403   425   286   257   281   379   291   

そ  の  他   1，731   6，800   17，454   22，446   20，225   18，287   19，676   17，292   18，243   18，125   

合計（件）   2，326   9，623   22，945   29，115   26，908   24，321   25，285   22，569   23，997   23，426   

※平成12年は，7月～12月の集計   



（別添4）  

「子どもの人権110番」統計資料（平成13年～21年）  

○ 設置目的  

子どもをめぐる人権問題は，周囲の目につきにくいところで起こっていることが多く，被害者である子ども自身も，身近な人に話しにくいといった状況  

があることから，子どもが発する信号をいち早くキャッチし，その解決に導くため，全国50の法務局・地方法務局に，専用相談電話「子どもの人権11  
0番」を設置し，いじめ，体罰，児童虐待等をはじめとした子どもの人種間題をめぐる和談を専門的に受ける体制を整備したもの。また，相談者の利便の  
さらなる向上のため，平成18年4月から電話番号を全国共通とし，平成19年2月からフリーダイヤル化している。   

○ 各年の利用件数と主な相談内訳  

平成 相談内訳   13年   14年   15年   16年   17年   18年   19年   20年   21年   

暴  行  虐  待   360   313   289   333   344   359   690   722   688   

い  じ  め   1，341   1，142   1，147   1，052   1，175   2，582   4，728   3，517   3，345   

体  罰  等   1，067   1，082   1，034   1，091   1，175   1，905   2，915   2，467   2，329   

そ  の  他   5，406   6，442   6，523   5，643   6，433   8，039   14，587   14，647   16，485   

合計（件）   8，174   8，979   8，993   8，119   9，127   12，885   22，920   ■21，353   22，847   

○ 禾り用件数の推移  

9，127   



頂専．咤   



気仙沼支局  988－0034  気仙沼市朝日町ト2 気仙沼合同庁舎   （0226）2i－6692   

福島地方法務局   960－8021  福島市霞町1－46福島合同庁舎   （024）534－2021   

相馬支局  976－0015  相馬市塚ノ町卜12－1   （0244）36－3413   

郡山支局  963－B539  郡山市桑野2－ト4   （024）922－1546   

白河支局  961－0074  白河市宇部内卜136白河小峰城合同庁舎   （0248）22－1201   

若松支局  965－0873  会津若松市追手町6－11会津若松合同庁舎   （0242）27－1498   

いわき支局  970－8026  いわき市平字堂根町4－11－いわき地方合同庁舎   （0246）23－1651   

山形他方法務局   990－0041  山形市緑町1－5－48 山形地方合同庁舎   （023）625－1363   

寒河江支局  991－0025  寒河江市ハ幡町7－12   （0237）86－3258   

新庄支局  996－0088  新庄市桧町11－1   （0233）22－7528   

米沢支局  992－0012  米沢市金池7－4－33   （0238）22－2148   

鶴間支局  997－0047  鶴岡市大塚町1・7－27 鶴岡合同庁舎   （0235）22－1003   

酒田支局  998－0011  酒田市上安町1－6－1   （0234〉25－2221   

盛岡他方法務局   020－0023  盛岡市内丸7－25 盛岡合同庁舎   （019）624－9859   

花巻支局  025－0038  花巻市不動町1－1－1   （0198）24－8311   

二戸支局  028－6103  二戸市石切所字狼穴33－1二戸合同庁舎 （0195）25－4811   

宮古支局  027－0038  宮古市小山田トト1宮古地方合同庁舎   （q193）62－2337   

一関支局  021－D877  一朗市城内3－2   （0191）23－4149   

水沢支局  －023－0032  奥州市水沢区字多賀97   （0197）24⊥0511   

火田地方法務局   010－0951  火田市山王フート3 秋田合同庁舎   （018）862－6533   

鱒代支局  016－0803  能代市大町ト36   （0185）54－4111   

本荘支局  015－0874  由利本荘市給人町17 本荘合同庁舎   （0184）22－1200   

大館支局  017rO804  本館市柄沢字狐台7－73   （0186）42－6514   

横手支局  013－0018  横手市本町2－9   （0182）32－5153   

湯沢支局  012－0844  湯沢市田町2－6－38   （0183）73－2450   

大曲支局  014－0034  大仙市大由佳吉町1－45   （0187）63－2100   

森他方法務局   030－85‖  森市長島1－3－5青森第二合同庁舎   （017）776－9025   

むつ支局  035－0072  むつ市金谷2－6－15 下北合同庁舎   （0175）23－3202   

五所川原支局  037－8655  五所川原市大字唐笠柳字藤巻507－10   （0173）34－2330   

弘前支局  036－8D87  弘前市大字早稲田3：－ト1   （0172）26－1150   

八戸支局  039－1181  八戸市根城9－13－9 八戸合間庁舎   （0178）24－3346   

十和田支局  034－0082  十和田市酉二番町14－12十和田奥入調合同庁舎   （0176〉23－2424   

ヒガぺ＝ジ〉攻策∴施策〉医員の基本的，な権利の実現〉人権擁護〉ひとリモ悩圭す去ご用談くだ主い〉常設人権相談所（法務局・他方法那   

常設人権相談所（法務局一地方法務局・支局内）  

平成22年7月20日  

〔札幌管内l仙台管内l東京管内l名古屋管内l大阪管内l広島管内l高松管軌福岡管即  
子どもの人権に関する相談についてはこちらへ  

名 称   郵便番号   所 在 地   電話番号   

北海道内からは．右の道内統一相談電話番号にかけていただければ，自動的に最寄りの法務局に  

つながります。   （0570）003－110  

また，法務局ごとの電話番号もご利用いただけます。   

札幌法務局   060－0808  札幌市北区牝8粂西2－1－1札幌第1合同庁舎   （011）709－2311   

岩見沢支局  068－0034  岩見沢市有明町南ト12   （0128）22－0819   

滝川支局  073－8585  滝川市緑町ト6－1   （0125）23－2330   

室蘭支局  051－0023  室蘭市入江町ト13 室蘭地方合同庁舎   （0143）22－5111   

苫小牧支局  053－0018  苫小牧市旭町3－3－7苫小牧法務合同庁舎   （0144）34－7151   

日高支局  056－0005  日吉都新ひだか町静内こうせい町2－4－1   （0146）42－0415   

ノト梅支局  047－0007  小樽市港町5－2   （0134〉23－3012   

倶知安支局  044－0011  虻田郡倶知安町南1条東3－1倶知安地方合同庁舎   （0136）22－0232   

臨地方法務局   040－8533  函館市新川町25－18函館地方合同庁舎   （0138）26－5686   

江差支局  043－0041  桧山郡江差町字姥神町167－1江差地方合同庁舎   （0139）52－1048   

寿都支局  048－0401  寿都郡寿都町字新栄町209－10寿都地方合同庁舎   （0136）62－2203   

旭川地方法務局   078－8502  引Il市宮前通東4155－31旭川合同庁舎   （0166）38－1169   

名寄支局  096－0011  名寄市西1条南11－1－5   （01654）2二2：】49   

紋別支局  094－0015  紋別市花園町2丁2－4   （0158〉23－2521   

留萌支局  077－0048  留萌市大町2－12 留萌地方合同庁舎   （0164）42－0492   

稚内支局  097－0001  内市末広5－6－1稚内地方合同庁舎   （0162〉33－1122   

釧路地方法務局   085－8522  釧路市幸町10－3．釧路地方合同庁舎   （0154）31－5014   

帯広支局  080－8510  帯広市東5粂南9－卜1帯広法務総合庁舎   （0155）24－5823   

北見支局  090－0017  北見市高砂町14－14   （0157）23－6166   

根室支尼  087－0009  艮室市弥栄町卜18根室i申方行政合同庁舎   （0153）23－4874   

東京法務局   102－8225  千代田区九段南トト15九段第2合同庁舎12階   03－5213－1372   

八王子支局  †92－0364  八王子市有大沢2－27フレスコ南大沢11F   （04至）670－6240   

府中支局  用3－0052  府中市新町2－44   （042）335－4753   

西多摩・支局  197－0004  福生市市田圃3－61－3   （042）551－0360   

横浜地方法務局  231－8411  美浜市中区北仲通5－57横浜第2合同庁舎   （045）641一了926   

湘南支局  251－8523  藤沢市辻堂神台2－2－3   （0466）3三卜4620   

川崎支局  210－0012  川崎市川崎区宮前町12－11川崎法務総合庁舎   （044）244－4166   

横須賀支局  238－0006  横須賀市日の串町1－4横須賀合同庁舎   （046）82ト6511   

小田原支局  250－0012  小田原市本町2－3－24   （0465）23岬0181   

厚木支局  243－0003  厚木市寿町3－5－1厚木法務総合庁舎   （046）224－3163   

相模原支局  252－0236  相模原市中央区富士見6－10－10 相模原地方合同庁舎  （042）753－2110   

さいたま地方法務局   330－8513  さいたま市浦和区高砂3－18－58さいたま法務総合庁舎  （048）863－9589  

仙台法務局   983－8509  仙台市宮城野区名掛T128 広瀬通SEビル   （022）292－3660   

塩竃支局  985－0043  塩竃市袖野田町3－20   （022）362－2338   

大河原支局  989－1217  柴田郡大河原町字錦町1－1   （0224）52－6053   

古川支局  989－6117  大崎市古川旭6－3－1   （0229）22－0510   

石巻支局  986－0832  石巻市泉町4一ト9 石巻法務合同庁舎   （0225）22－6188   

登米支局  987－8702  登米市登米町寺池桜小路70－2登米法務合同庁舎   （0220）52－2070  



437－0026  袋井市袋井366   （0538）42－3545   

甲府他方法務局   400－8520  甲府市北口1－2－19甲府地方合同庁舎   （055）252－7239   

鰍沢支局  400－0601  南巨摩郡富士川町鰍沢2543－4   （0556）22－0148   

大月支局  40卜0012  大月市御太刀2一由一10大月地方合同庁舎   （0554）22－0了99   

長野地方法務局   380－0846  長野市旭町1108 草野第二合同庁舎   （026）235－6634   

飯山支局  389－2253  飯山市大字飯山1080   （0269〉62－2302   

上田支局  386－0〔）17  上田市踏入1－3－29   （0268）23－2001   

佐久支局  385－0011  左久市猿久保890－4   （0267）67－2272   

ノ1公本支局  390－D877  松本市沢村2－12－46   （0263）32－25了1   

木曽支局  397－0001  木曽郡木曽町福島A926－3   （0264）22－2186   

大町支局  398－0002  大町市大字大町29ヰ3－5   （0261）22－0379   

諏訪支局  392－0026  諏訪市大手ト2卜20   （0266）52－2440   

飯田支局  395－0053  飯田市木久保町2637－3   （0265）22－0014   

伊那支局  396－0011  伊那市大字伊那部5064－1   （0265）78－3462 

斤潟他方法務局   951－8504  潟市中央区西大畑町5191新潟地方法務総合庁舎  く025）222－1564   

長岡支局  940－0082  長岡市千歳1－3－91   （0258）33一宇511   

三条支局  955－0081  三条市真裏虚2－22－3   （0256）33こ1374   

柏崎支局  945－8501  柏崎市田中26－23・柏崎地方合同庁舎   （0257）23－5226   

新発田支局  957－8503  新発田市新富町1一卜20   （0254）2一ト7102   

新津支局  g56－0031  潟市秋葉区新津4463－1   （0250）22－0547   

十日町支局  948－0083  十日町市宮田町ト1る 十日町合同庁舎   （025）752－2575   

村上支局  958－0835  村上市二之町4－16   （0254）53－2390   

糸魚Jil支局  94トOP58  糸魚川市寺町寧－8－30糸魚川法務総合庁舎   （025）552－0356   

上越支局  943－0805  上越市木田2－15－7   （025）525－4133   

南魚沼支局  949－6641  南魚沼市美佐島61－9   （025）772－3742   

佐渡支局  952－1561  渡市相ノーl三町日新浜町3－3佐渡相川合同庁舎   （0259）了4－2049   

久喜支局  346－0005  久喜市本町4－ト28   （0480）2トd215 

越谷支局  343－0023  成谷市束越谷9－34－1 （048）966－1337   

川越支局  350－1118‖  ll越市豊田本2了7－3   （049）243－3824   

所沢支局  359－0042  所沢市並木6一卜5   （04）2992－2677   

熊谷支局  360－0037  熊谷市筑波3－39－1   （048）524－8805   

東松山支局  355－0011  東松山市加美町卜16   （0493）22－0379   

秩父支局  368－8507  秩父市桜木町12－28   く0494）22－08Z了   

千葉他方法務居   260－8518  千葉市中央区中央港1－11－3 千葉地方合同庁舎   （043）302－1320   

佐倉支局  285－0811  佐倉市裏町ト20－11   （043）484－1222   

茂原支局  297－0078  茂原市高師台卜5－3   （0475〉24－2188   

松戸支局  27卜8′518  松戸市岩瀬473－2   （047）363－6278   

柏支局  277－0005  柏市柏6－10－25   （04）7167ニー3309   

木更津支局  292－0057  木更津市真申央3丁目1－7   （0438）22－2531   

館山支局  294－0045  館山市北条2169－1   （0470）22－0620   

匝瑳支局  2B9－Z141  匝瑳市八日市場ハ678－3   （0479）72－0334   

香取支局  287－0001  香取市佐原口2122－40   （0478）52－3391   

船橋支局  273－8558  船橋市海神町2－284－1   （047）43ト3681   

市川支局  272－0805  川市大野町中2156－1   （047）339－7701   

水戸地方法務局   310－0061  水戸市北見町ト1水戸地方法務合同庁舎   （029）22フ」9920 

日立支局  317－0072  日立市弁天町2－13－15 日立法務総合庁舎   （0294）21－2253   

常陸太田支局  313－0013  常陸太田市山下町1Z21－1   （OZ94）73－0222   

土浦支局  300－0812  土浦市下高津卜12－9   （029）a2ご卜0792   

龍ヶ崎支局  301－0822  龍ヶ崎市2985   （0297）64－2607   

鹿嶋支局  314－0034  鹿嶋市鉢形152ト1   （0299）83－6000   

下妻支局  304－0067  下妻市下筆乙124－2下妻法務合同庁舎   （0296）43「3935   

宇都宮他方法務局   320－8515  宇都宮市小幡2－1－11宇都宮他方法務台同庁舎   （028）623－0926   

日光支局  321－1272  日光市今市本町20－3   （0288）21－0309   

真岡支局  3Zl－4305  真岡市荒町5176－3   （02も5）B2一之436   

大田原支局  324－0041  大田原市本町卜2695－109   （0287）23－＝55   

烏山支局  321－0621  那疲烏山市中央1－19－17   （0287）82－2251   

栃木支局  328－0053  本市片柳町卜22－25   （02白2）22－106白   

足利支局  326－0056  足利市大町532－21   （0284）42－8101   

前橋地方法務局   371－8535  前橋市大手町2－10－5前橋合同庁舎   （027）22ト4446   

伊勢崎支局  372－0006  伊勢崎市太田町554－10伊勢崎地方合同庁舎   （02了0）25－0758   

沼田支局  378－0042  沼田市西台内町701   （0278）22－2518   

太田支局  373－0063  大田市鳥山下町387－5太田地方合同庁舎   （P276）32－6100   

桐生支局  376－0045  桐生市末広町13－5桐生地方合同庁舎   （0277）44－3526   

高崎支局  3了0－0045  高崎市東町134－12高崎地方合同庁舎   （027）322－6315   

中之条支局  377－0424  吾妻郡中之条町大字中之条町692－2   （02？9）75－3037   

富岡支局  3フ0－2316  富岡市富岡1．383－6 富岡法務合同庁舎   （0274）62－0404   

静岡地方法務局   420－8650  静岡市葵区追手町9－50静岡地方合同庁舎   （054）254－3555   

沼津支局  410－0033  沼津市杉崎町6－20   （055）923－1201   

富士支局  417－0041  富士市御幸町13－19   （0545）53－1200   

下田支局  415T8524  下田市西本郷2－5－33 下田地方合同庁舎   （0558）22－0534   

浜松支局  430－0929  浜松市中区中央ト12－4 浜松合同庁舎   （053）454－1396   

掛川支局  436－0028  掛川市亀の甲2－16－2   〈0537）22－5538  

名古屋法鞍馬 46（ト851：）  名古屋市中区三の丸2－2－1名盲屋台向庁舎第1号舘  （052）952－8111   

春日井支局  486－0844  春日井市鳥居松町4－46   （0568）8ト3写10   

津島支局  496－0047  津島市西柳原町3－10   （0567）26－2423   

一宮支局  491－0842  一宮市公園通4－1ト3 一宮法務合同庁舎   く0586）7ト0600   

半田支居  475－0817  半田市東洋町1－12   （0569）2卜1095   

岡崎支局  444－8533  岡崎市羽根町北乾地声0－1岡崎合同庁舎   （0564）52－6415   

刈谷支局  448－0858  刈谷市若松町ト46－1 刈谷合同庁舎  （0566）21－0086   

豊田支局  471－8585  亀田市常盤町1－105－3 豊田合同庁舎   （0565）32－0006   

西尾支局  445－8511  西尾市熊味町南十五夜60   （0563〉57－2622   

豊橋支局  440－0884  豊橋市大国町1‖ 豊橋地方合同庁舎   （0532）54－9278   

新城支局  441－1385  城市字八幡11－2   （0536）22－0437   

津地方法務局   514－8503  津市丸之内26－8 津合同庁舎   （059）228－4711   

松阪支局  515－8510  松阪市高町493－6   （0598）53－1501   

伊賀支鳥  518－ODO7  伊賀市服部町3－117－1   （0595）21∵OgO4   

四日市支局  51D－0068  四日市市三栄町4－21   （059）353－4365   

桑名支局  51ト0912  名市星見ケ丘1－10ト2   （0594）32－5361   

伊勢支局  516－8503  伊勢市岡本1－1－13   （0596）28－6158   

熊野支局  519－4324  熊野市井戸町673－7   （0597）85∵2310   

岐阜埠方法務局   500－8729  岐阜市会竜町5－13 岐阜合同庁舎   （058）245－3181  



八幡支局  50ト4235  郡上市八幡町有坂1209－2郡上八幡地方合同庁舎   （05了5）6ト1411   

大塩支局  503－08∈柑  大垣市丸の内1－19 大垣法務合同庁舎   （0584）78－3347   

美濃加茂支局  505－0027  美濃加茂市本郷町7－4－16   （0574）2ト2400   

多治見支局  507－0041  多治見市太平町5－33   （0572）22－1002   

中津Jtl支局  508－0045  中津川市かやの木町4－3 中津川合同庁舎   （0573）66－1554   

高山支局  506－0009  高山市花同町2－55－16高山法務合同庁舎   （05了7）32－0915   

福井地方法務局   910－8504  福井市春山トト54福井春山合周庁舎   （0778）22⊥5141   

武生支局  915－0883  前市新町9－9－11   （0778）22－0194   

敦賀支局  91－4－OD65  敦賀市松栄町ト28敦賀地方合同庁舎   （0ブ70）25－0174   

小浜支局  917－0074  小浜市後瀬町ト10 小浜地方合同庁舎   （0770）52－0238   

金沢地方法務局   920－0024  金沢市西念3－ヰー1金沢駅西合同庁舎   （076）231－1247   

小松支局  923－0868  小松市日の出町ト120小松日の出合同庁舎   （0フ61）22－6300   

七尾支局  926－8520  七尾市小島町大関地3番地7 七尾西湊合同庁舎   （0767）53－1721   

輪島支局  928⊥0079  輪島市鳳至町畠田99－3輪島地方合同庁舎   （0768）22－0426   

富山他方法務局   930－0856  富山市牛島新町1ト7富山合同庁舎   （076）441－0866   

魚津支局  937－0866  魚津市本町ト3－2   （0765）22－0461   

高岡支局  933－0056  吉岡市中川1－5－22   （0766）22－2327   

砺波支局  939－1333  砺波市苗加353－2   （0763）32－2381   

桜井支局  633－0062  、り井市大字粟殿461－2   （0744）42－2896   

五條支局  637－0043  條市新町3－3－2   （〇747）22－2484   

大津他方法務局   520－8516  大津市御陵町3－6   （077〉522－4673   

甲賀支局  528－0005  甲賀市水口町水口5655   （0748）62－0259   

彦根支局  522－0054  彦根市酉今町58－3彦根地方合同庁舎2階   （0749）22二0242   

長浜支局  526－0031  長浜市八幡東町253－4   （0749）62－0503   

和歌山地方法務局  640－8552  和歌山市二番丁2 和歌山地方合同庁舎   （073）422－5131   

橋本支局  648－0072  同本市東家5－2－2橋本地方合同庁舎   （0736）32－0206   

田辺支局  646－0023  田辺市文里1－1卜9 田辺港湾合同庁舎   

御坊支局  644－0002  ‘坊市薗369－6牒頗法務総合庁舎   （0738）22－0335   

新宮支局  647－0043  富市緑ヶ丘3－2－64■新宮法務総合庁舎  （b735）22－2757   

広島法務局   フ30－8536  広島市中区上八丁堀6－30 広島合同庁舎3号館4階   （082）228－5792   

廿日市支局  738－0024  廿日市市新宮ト15－40廿日市地方合同庁舎   （0829）31－2184   

東広島支局  739－0014  東広島市西条昭和町12一之   （082）423－7707   

呉支局  737一口051  呉市中央3－9－15呉法務合同庁舎   （0823）2ト9288   

竹原支局  725－0026  竹原市中央4－8－17   （0846）22－2367   

尾道支后  722－0002  尾道市古浜町2ト13尾道地方合同庁舎  （0848）23－2882   

福山支局  720－8513  福山市三吉町1－7－2 福山法務合同庁舎   （084）923－0100   

三次支局  728－0021  三次市三次町1074   （0824）62－5070   

山口地方法務局   753－8577  山口市中河原町6－16 山口地方合同庁舎2号館   （083）922－2295   

周南支局  74■5－0823  周南市周陽2－8－33   （0834）28－0244   

萩支局  758－0074  萩市平安古町599－3萩地方合同庁舎   （0838）22TO478   

岩国支局  7ヰト0061  岩国市錦見1－16－35   （0827）43－1125   

下関支局  750－0025  下関市竹崎町4－6－1下関地方合同庁舎   （0832）34－4000   

宇部支局  755－0044  宇部市新町10－33 宇部地方合同庁舎   （0836）2卜・72＝   

岡山地方法務局   700－8616  岡山市北区南方1－3－58   （086）224－5761   

痛前支局  705－0022  備前市真片上382   （0869）64－2770   

倉敷支局  710－8520  倉敷市幸町3－46   （086）422－1260   

笠間支局  714－0098  笠岡市十一番町3－2   （0865）62－5295   

高梁支局  716－0062  高梁市落合町近似500一印   （0自66）22－231B   

津山支局  708－0052  津山市田町64   （0868）22－9157   

真庭支局  717－0013  真庭市勝山441   （0867）44－2158   

鳥取他方法務居   680－0011  鳥取市東町2－302鳥取第2地方合同庁舎   （0857）22－2475   

倉吉支局  6∂2－0816  倉吉市駄超寺町2－j5倉吉地方合同庁舎   （0858）22－4108   

米子支局  683－0845  米子市旗ケ崎2－川－12   （0859）22－6161   

松江他方法務局   690－0886  松江市母衣町50 松江法務合同庁舎   （0852）32－4260   

重商支局  699－1311  雲両市木次町里方952－5   （0854）42－0314   

出雲支局  693－0028  出雲市塩冶善行町13－3出雲地方合同庁舎   （0853）2（〕－7732   

演田支局  697－0026  浜田市田町116－1浜田法務合同庁舎   （0855）22－0959   

益田支局  698－OD27  益田市あけぼの東町4－6益田地方合同庁舎   （0856）22－0429   

西郷支局  685－0016  憶岐都憶岐の鳥町城北町55隠岐の島地方合同庁舎  （08512）2－0240   

大阪法務局   540－8544  大阪市中央区谷町2－ト17 大阪第2法務合同庁舎   （06）6942－9496   

北大阪支局  567－0822  茨木市中村町卜35   （072）638－9433   

東大阪支局  577－8555  東大阪市高井田元町2－8－10東大阪法務合同庁舎   （06）6782－5106   

堺支局  590－8560  堺市堺区南瓦町2－55   （072）221－2789   

富田林支局  584－0036  富田林市甲田卜つL2   （0721）23－2727   

岸和田支局  596－0047  岸和田市上野町東皇4－10   （0724）38－6501   

京都地方法務局   602－8577  京都市上京区荒神口通河原町東入上生洲町197   （075）231－0131   

宇治支局  611－0021  宇治市宇治琵琶33－2宇治法務合同庁舎   （0774）24－4122   

‾ 園部支局  622－0004  甫丹市園部町小桜町28   （0771）62－0208   

宮津支局  626－0046  宮津市字中ノ丁2534宮津地方合同庁舎   （P772）22－2561   

京丹後支局  627－0021  京丹後市峰山町吉原71   （0772）62－0365   

舞鶴支局  624－0937  舞鶴市字西11（卜5   （0773）丁6－0858   

福知山支局  620－0035  福知山市宇内記10－29福知山地方合同庁舎   （0773）22－1293   

神戸地方法務局   650－0042  神戸市中央区波止場町1－1神戸第2地方合同庁舎   （078）393－0600   

西宮支局  662－0942  西宮市浜町ト35 西宮地方合同庁舎   （0798）26－0061   

伊丹支局  664－088イ  伊丹市昆陽T一卜12   （072）779－345了   

明石支局  673－0891  明石市大明石町2－4－25   

柏原支局  ・669－3309  丹波市柏原町柏原516－1   

姫路支局  670－0947  姫路市北条1－250 姫路法務総合庁舎   （079）225－1927   

加古川支局  675－0017  加古川市野口町良野1749   （D79）424－3555   

社支局  673－1431  加東市社539－2社法務総合庁舎   （0795〉42－0201   

龍野支局  679－4167  たつの市龍野町冨永879－2   （079り63－3221   

豊岡支局  668－0024  豊岡市寿町8－4豊岡地方合同庁舎   （0796〉22－2780   

洲本支局  656－0024  洲本市山手卜之－19   （0799）22－0497   

奈良他方法務局   630－8305  奈良市東紀寺町3－4－1奈良第2法務総合庁舎   （0742）23－5457   

葛城支局  635－0096  大和高田市西町卜63   （0745）52－4941  

高松法務局   76ト8077  吉松市出作町585－4   （087）815－5311   

丸亀支局  763－0034  丸亀市大手町3－1－1   （0877）23－0228   

観音寺支局  768－0067  青春市坂本町5－19－11   （0875）25－4528  



宇佐支局  879－04，53  宇佐市大字上田1055－1宇佐合同庁舎   （0978）32－0508   

日田支局  877－0025  日田市田島2－11－46  （0973）22－2719   

熊本他方法務局   862－0971  熊本市大江3－1－53 熊本第2合同庁舎   （096）364－2145   

宇土支局  869－0451  宇土市北段原町15   （0964）22－0820   

玉名支局  865－0016  玉名市岩崎273   （0968）了2－2347   

山鹿支局  861－0501  山鹿市大宇山鹿970   （0968）44－2411   

阿蘇支局  869」2612  阿蘇市一の宮町宮地2005－5   （0967）22－0137   

八代支局  866－08印  八代市西松江城町1ト11   （0965）32－2654   

人吉支局  868－DO57  人吉市土手町36－1   （0966）22－3393   

天草支局  863て0037  天草市諏訪町14－35   （0969）22－2487   

鹿児島他方法務局   890－8518  鹿児島市鴨池新町1－2   （099）259二0684   

霧島支局  899－4332  霧島市国分中央3－42－1   （0995）45－0064   

知覧支局  897－0302  川辺邪知貰町郡5405   （0993）83－2208   

川内支局  895－00（∋3  薩摩川内市若菜町4－24川内地方合同庁舎   （0996）Z2－2300   

鹿屋支局  893－0（〕64  鹿屋市西原4－5－1鹿屋合同庁舎   （0994）43－6790   

奄美支局  894－002も  奄美市名瀬港町2－16   （0997）52－0376   

宮崎他方法務局   880－8513  宮崎市別府町1－1宮崎法務総合庁舎   （0985）22－5124   

日南支局  889－2535  日南市餃肥3－6－2．日南法務総合庁舎   （0987）25－9125   

都城支局  885－0072  都城市上町2街区11都城地方合同庁舎   （0986）22－0490   

延岡文鳥  882－0803  延岡市大貫町1－2915延岡地方合同庁舎   （0982）33－21了9   

那覇他方法跨局   900－8544  那覇市横川＝－15－15 那覇第1地方合同庁舎   （098）854－1215   

沖縄支局  904－2143  沖縄市知花6一ト5 沖縄法務合同庁舎   （098）937－3278   

名護支居  905－0011  名護市字官里452－3名護地方合同庁舎   （0980）52－2729   

宮古島支局  906－0013  宮古島市平良字下里1016 平良地方合同庁舎   （0980）72－2639   

石垣支局  907－doo4  石垣市字豊野城55－4 石垣地方合同庁舎   （0980）82－2004   

徳島地方法務局   770－8512  徳島市徳島町城内6－6徳島地方合同庁舎  （088）622－4171   

阿南支局  774－0013  阿南市日関野町谷田49ト草  （0884）22－0410   

美馬支局  了79－3602  美馬市脇町大字猪尻字八幡神社下南］25－1  （0883）52－1164   

高知他方法務局   780－8509  高夫  市小津町4－30   （088）822－3331   

いの支局  781－2110  吾J  郡いの町1290－4   （088）893－0343   

香美支局  782－0033  香美市土佐山田町旭町卜4－10土佐山田地方合同庁舎   （0887）52－3049   

須崎支局  785－0004  須崎市青木町1－4須崎第2地方合同庁舎  （0889）42－0374   

安芸支局  －784－0001  安芸市矢ノ丸2一ト6安芸地方合同庁 （0887）35－2272   

四万十支局  787－0012  四万十市石山五月町3－12 中村地方合同庁舎  （0880）34－1600   

松山地方法務局   790－8505  松山市宮田町88－6松山地方合同庁舎  （089）932－08B8   

大洲支局  了95←0065  大洲市東若宮2－8  （0893）50－5055  

西条支局  793－0023  西条市明屋敷168－1  （0897）56－0188   

四国中央支局  799－0405  四国中央市三島中央5－4－31  （0896）23－2407   

今治支局  794－0042  今治市旭町ト3－3  （0898）22－0855   

宇和島支局  798－0036  宇和島市天神町4－40  （Oa95）22－0770   

福岡法務局   814－0005  福岡市早良区祖原14－15福岡法務局西新出張所5階  （092〉832－4311   

筑紫支局  818－8567  筑紫野市二日市中央5－14－7   （092）922－28Bl   

朝倉支局  838－0061．  倉市菩提寺480－6   〈0946）22－2455   

飯塚支局  820－0018  飯塚市芳雄町18－6飯塚合同庁舎3階   （0948）22－1580   

直方支局  822－0015  直方市野町2－1－24   （0949）22－1144   

久留米支局  830－0022  久留米市城両町21－5   （0942）39－2121   

吉井支局  839－1321  うきは市吉井町343－5   （0943）フ5－2869   

柳川支局  832－0042  P川市一新町1－9   （0944）72－2640   

八女支局  834－0047  八女市大字稲富127   く0943）23－2603   

北九州支局  803－8513  北九州南小倉北区城内5－3小倉地方合同庁舎3階   （093）561－3542   

行橋支局  824－0003  行橋市大橋2－22－10   （0930）22－0476   

田川支局  825－0013  田川市中央町4－20   （0947）44－1426   

賀地方法務局 840－0041  左賀市城内2－10－20佐賀合同庁舎   （0952）26－2148   

武雄支局  843⊥0023  武雄市武雄町大字昭和832   〈0954）22－2435   

伊万里支局  848－0027  伊万里市立花町1542－14 （0955）23－2492   

唐津支局  847－0041  唐津市千代田町2109－63   （0955）74－1441   

長崎地方法務局   850－8507  長崎市万才町8－16 長崎法務合同庁舎   （095）826－812了   

諌早支局  854－0022  諌早市幸町4－12   （0957）22－0475   

島原支局  855－0036  島原市城内卜1204   （0957）62－2513   

鱒世保支局  857－0041  左世保市木場田町2－19佐世保合同庁舎   （0956）24－4850   

平戸支局  859－5121  平戸市岩の上町1509－7   （0950）22－2263   

壱岐支局  811－5133  壱岐市郷ノ浦町本村触624－2   （0920）47－0164   

五島支局  853－0016  五島市紺屋町1－1   （0959）72－2261   

対馬支局  817－0016  対馬市厳原町東里341－42厳原合同庁舎   （0920）52－6463   

大分地方法務局   870－0045  大分市城崎町2－3－21大分法務合同庁舎   （097）532－3161   

杵築支局  873－00Dl  杵築市大字杵築665－137   （0978）62－2271   

臼杵支局  875－0041  臼杵市大字臼杵72－50   （0972）62－2700   

佐伯支局  876－0815  左伯市野同町2－13－25 佐伯法務合同庁舎   （09了2）24－0了了2   

竹田′支局  878－0011  竹田市大字会々15Z5－8   く0974）6Z－2315   

中津支局  871－0031  中津市大手中殿550番地の20中津合同庁舎   （0979）22－0584  

アクセス 法務省／くンブレント プライバシーポリシ  

C（〉Pyr唱ht疋   

〒1Dロー8977東京都千代田区霞が閏ト1－1  

電話・03－35804111（代表）  
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平成22年8月 2日  

肝炎対策基本指針作成のための論点表  

肝炎対策推進協議会委員  

阿部洋一、天野聴子、木村伸一   

武田せい子、平井美智子、松岡貞江  

Ⅰ はじめに  

1 ウイルス肝炎をめぐる現状   

疫学から判明するウイルス肝炎の全体像。   

他疾患との違い。  

2 これまでの肝炎対策の問題点  

何を狙いとしてどのような肝炎対策が講じられてきたか。  

その肝炎対策によって達成できたことと達成できなかったこと。  

達成できなかったところの原因分析の必要性。  

Ⅱ 考えられる基本方針  

1 ウイルス肝炎感染者  患者の置かれた環境に応じた対策を講じるこ  とによっ  

て、肝疾患による死亡を減らす   

・「自らの感染に気づいていない感染者」対策  

・「感染が判明した感染者」対策  

・「慢性肝炎の治療を受けている・受けようとしている患者」対策  

・「肝硬変。肝がんの治療を受けている・受けようとしている患者」対策  

叫釘ナられる体制を整ぇ旦  

診療体制の整備と診療レベルの向上  

医療支援の充実  

生活支援の充実  

㈱て、   

定期的卿達成度を評価す包  

4（1及び2につき）ウイルス肝炎患者の意向を反映する  

－ミ＿・●、こ   



Ⅲ 重点的に検討すべき課題  

1 現状の肝炎検査制度の功罪とあるべき検査制度  

節目検診等の成果  

現状の肝炎検査制度により判明する感染者数（年間）  

推定される感染者数を前提にすべての感染者が判明するまでの期間  

現状の広報の取り組みとそれによる効果の検証  

2 感染判明者に対する働きかけのあり方  

全国における取り組み状況  

現実に行われた感染判明者に対する働きかけの効果  

あるべき働きかけに関するコンセンサス  

3 治療を受けない・受けられない患者が治療に到達できるための方策  

かかりつけ医を受診してい る患者も含めた意識調査の実施  

・「副作用が心配でIFN治療を受けられない」という患者のための対策  

・「治療のために仕事を休むことはできない」という患者のための対策－  

・「費用負担が心配でIFN治療を受けられない」という患者のための対策  

4 肝疾患診療ネットワークの課題   

慢性肝炎・肝硬変・肝がん患者への診療機会提供の現状   

慢性肝炎患者の診療のあり方（含む、連携）   

肝硬変・肝がん患者の診療のあり方（含む、連携）   

かかりつけ医対策   

肝疾患診療ネットワークにおける肝硬変・肝がん治療の位置付け   

慢性肝炎・肝硬変・肝がんを通じた診療均てん化のための方策  

ウイルス肝炎患者の医療費負担の軽減  

医療費負担の現状  

これまでの助成制度の比較検討（都道府県及び国の取り組み）  

現状の助成制度の問題点の洗い出し・見直し  

6 ウイルス肝炎患者に対する生活支援  

ウイルス肝炎患者（特に肝硬変・肝がん患者）の生活実態の調査  

現状の生活支援とその問題点  

7脚吉f目・発展  
8 ウイルス肝炎患者の意向を反映するシステムの構築  

以上   

丘雷、ij －∴・    ←  
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健発  
第   

平成22年 月   日  

都道府：県知事  

保健所設f勘け良  

判；ユ別 区 長  

殿  

厚生労働省健康局長  

「感梁症対策姉別促進事業について」の一部改j工について   

標記弔業については、 平成20隼3ノJ31l‡付け健発第（〕3310（〕1号本  

職通知に定める各実施要綱に基づき行われているところであるが、今般、Ylご記  

のとおり、同通知の別添4「肝炎対策事業実施要柵」の・・帥を改1仁することと  

したので通知する。   

なお、本事業の実施に当たっては、事業がl1川引こ実施されるよう貴管内にお  

ける関係機関等へのノ朋l・1について、特段の御配慮をお願いする。  

L改正の趣旨   

本年1月1日から肝炎対策基本法が施行され、また、同法の規定に基づき肝  

炎対策推進協議会が設置されたところである。   

肝炎対策推進協議会については、肝炎対策基本法第20条第2項において、  

その構成員は「肝炎患者等及びその家族又は追族を代表する者、肝炎医療に従  
事する者並びに学識経験のある者」と規定されていること等を踏まえ、都道府  

県等が設置する肝炎対策協議会についても、構成員の例示に、「肝炎ウイルス  

の感染者及び肝炎患者並びにそれらの家族又は遺族（例：患者会を代表する者  

等）」を追加することとしたものである。   

■     ■  
l・   



2．改正の内容   

別添4「肝炎対策事業実施要綱」の「3 事業内容」の「（1う 肝炎対策協   

議会の設置について」中「関係市区町村や保健所等」を「関係市区町村、保   

位所、肝炎ウイルスの感染者及び肝炎愚者並びにそれらの家族又は遺族（例  

：患者会を代表する者等）等」に改める。   

■    、 －t   ←  
汽   



改正後全文  

別添4  

肝炎対策事業実施要綱  

1 目的   

我が国の肝炎ウイルスキャリアはB型、C型合わせて220万人から340万人  

程度存在すると推定されており、長期間の経過の後に肝硬変や肝細胞がんを引き起   

こす危険が指摘されていることから、地域における肝炎診療の充実及びl－：り上のた   

め、l熱願提供体制の確保や患者への情報提供を行う。   

また、シンポジウム等を開催し、B型・C型肝炎ウイルスの・普及啓発を行うこと  

により、l那引こ対して、感染予防、早期発見及び早期治療の維進をl吏！るとともに、  

地域の実偶に応じた肝炎患者・家族等に対する支援対策を実施し、肝炎恕者の生活   

の安定に賀することを目的とする。  

2 実施主休   

このぎj茂の実施†二三体は、都道府県、保健所設潰車及び特別lネニ（以卜、「都道府呪   

等」という。）とする。   

ただし、ニヨに記職した事業の（6）～（10）については都道宜用ととする。  

3 事業内容  

（1）肝炎対策協議会の設置  

都道府県等は、医師会、肝炎に関する専門医、関係1日対＝1‾村、保健所、肝炎ウ   

イルスの感染者及び肝炎患者瀧びにそれらの家族又は遺族（例：患者会を代表す   

る首等）等の関係者によって構成される肝炎対策協議会を設㌍空けるものとする。   

ただし、既に地域において同様の組織がある場合には、これを清川して差し支え   
ない。また、保健所設潰宜及び特別区においては都道府県と桁‖寺連排体制を取る  

ものとする。  

同協議会においては、各都道府県等の実情に応じて肝炎に関する以下の事項等   

について必要な検討を行うものとする。   

ア 検診等を通じてlう判干炎ウイルス（以下「ⅠIBV」という。）及びC型肝炎  

ウイルス（以下「Ⅰ－ICV」という。）に感染している可能性が極めて高いと判  

定された者に対する保健師等による相談及び診療指導   

イⅠ川V及びtlCV検診の結果、医療機関への受診を勧奨された者の受診状況  

や治療状況等の把握   

ウ TllうV及びHCV検診を受けていないハイリスク・グループに検診を勧奨す  

る方策   

エⅠilうV及びl－丁CV持続感染者が、継続的なかかりつけ医への受診等の健康管  
理を卜分に受けていない場合の改善方策   

オ 身近な医療閻において柄状に応じた適切な肝炎診療が行われるよう、かかり  

l－l－一  
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つけ医と専門医療機関との連携の強化  

力 慢性肝炎・肝硬変や肝がんに対する高度専門的又は集学的な治療を提供可能   

な医療機関の確保  

キ 肝炎診療にかかわる医療機関情報の収集と提供  

ク 肝炎診療にかかわる人材の育成  

ケ 各施策についての検討を基にした廿標等の設定  

コ 事業実施の評価  

（2）肝炎診療従事者研修の実施  

都道府県等は、肝炎対策協議会の検討内容を踏まえつつ、地域での適切な肝炎   

への医療提供体制が確保されることを口的として、かかりつけ医等の肝炎診療従   

事者に対して、肝炎概論、肝炎患者へのl］常的な診療内容、専門医への紹介を要   

する症状・所見、中門医との連携の在り方その他肝炎に関する必要な事項につい   

て研修を実施するものとする。  

（3）肝炎診療支援リーフレットの作成・配イ一丁  

都道府県等は、肝炎対策協議会の検討内容を踏まえつつ、肝炎に関する適切な   

甘報提供を［川勺として以下を作成し、各対象へ配イけする。   

アJj＝t二炎患者やその家族を対象とした、肝炎について適切な理解を得ることがで  

きるためのリーフレット   

イ 匿瞭機関を対象とした、肝炎患者への日常的な診墟内容、矧t－］医へ紳介すべ  

き状態、専門医との連携の在り方などを記滅した適切な肝炎診療が実現される  

ためのリーフレット  

（4）シンポジ ウム等の開催  

都道府県等は、専門医等を講師として招き、地域住民に対して、感染予防や治   
療に関する最新情報を分かりやすく伝えることや社会的及び精神的な耐こおける   

相談、肝炎ウイルスに関する意見交換等を行うシンポジウム等を開催するなど、   
肝炎に関する正しい知識等を普及させるための事業を行うものとする。  

（5）ポスター・リーフレットの作成・配布による普及啓発  

都道府県等は、肝炎ウイルスに関する正しい知識の普及と肝炎ウイルス検査勧   

奨等地域の実情に合わせた情報提供を行うためにポスター・リーフレット等を作   

成し、シンポジウム等で配布するものとする。  

（6）新聞広告、屯車等の－二ト吊り広告の掲掛こよる普及啓発  

都道府県は、新聞広告や電車等中吊りポスターによる正しい知識の普及啓発や   

保健所等での肝炎ウイルス検査の受検勧奨を行うものとする。  

ー 2 －   
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（7）肝炎患者等支援対策事業  

部道府県は、肝炎患者の生活の安定に資するため、地域の実情に応じた肝炎患   

者や家族等に対する支援対策事業を実施するものとする。  

［事業例］  

地域の患者、家族及び患者支援団体等の要望にこたえるための『患者サ  

ロン』の開設  

旧二炎愚者又は元患者であった者を諦l師とした、肝疾患相談センター相談  

員の資質向上を図るための講習会の開催  

同じ経験を有する患者・家族が相談に応じ、お互いに支え合うこと（ピ  

アサポート）ができるよう、肝炎患者等を対象としたピアサポーターを育  

成するための研修の実施  

議会の設匿  （8）肝疾患診糠連胱拠点砺閲等速絡協  

都道府県は、都道府県が指定する肝疾患診療連携拠点病院において、かかりつ   

け隼と瑚‖順との連携の√仁り方写の検討を行い、辿別な肝炎治療が行われるよう、  

」・山域医痛の辿胱をⅠ対るものとする。  

（9）ノjl二疾揖相．淡センターの設関  

都造出呪闇、肛鼠府県が指定する肝疾患診瞭連携拠点病院において、肝疾患相   

談センターを設F■■ぎ壬す るものとする。また、1叶センターには1こl三l談上1（l矧師、看護師   

竿）を設躍し、患者、キャリア及び家族竿 からの相談制こ対応するほか、11l二炎に   

閲する情報の収集等を行うものとする。  

（］0）肝炎中門医墟職場諸‾の研修車業  

都道府県は、都道府呪が指宣する肝挟恵診塵漣灘灘摘諏瞞において、地域での   

辿切な肝炎への医醸提供体制が確保されることを「1的としたl和好従事者（医11rli、   

看護l帥、粟剤師等）に対する原因ウイルスの相違、心音の病態に応じた診療にお   

ける留意点等その他肝炎に関して必要な事項についての研修を実施するものとす   

る。  

4 ‡拝業実施上の留意二春頃  

（1）都道府県等は、地域の実情や揖者等の意向等を踏まえ、医師会等の関係団体、   

関係学会、関係行政機関等と連携を図りつつ、患者等の利便性に十分配慮した事   

業の実施に努めるものとする。  

（2）事業の実施上知り得た事実、特に個人が特定される情報については、関係法令   

に従い、適正かつ慎重に取り扱うとともに、その保護に十分配慮するよう、関係   

者に対して指導するものとする。  

－ 3 一   
∫  
ヽ   



（3）地域住民及び医療関係者に対し、広報誌等を通じて事業の周知を図るものとす  

る。  

5 経費の負担   

都道府県等が、この実施要綱に基づき実施する事業に要する経費については、   

厚生労働大臣が別に定める「感染症予防事業数等国庫負担（補助）金交付要綱」   

に基づいて、予算の範囲内で国庫補助を行うものとする。   

なお、 3の（8）から（10）に掲げる事業において、肝疾患診癖連携拠点病院が   

独立行政法人又は国立大学法人立の医療機関である場合は、当該法人へ直接国庫補   

助を行うものとする。   
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肝炎対策基本指針に対する肝炎対策推進協議会意見取りまとめ  
までの今後の進め方（事務局イメージ案）  
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巨垂画  
L別秩1j  

政策体系番号：Ⅰ－5－1  
肝炎対策部分抜粋  

一軍成22年度【実綱富（頂好プア年度の実窟の言動数）  

磯煮掌。まパ／歴の彪止を薗届ことノ仁ついて  

平成22年○月  

健康局疾病対策課肝炎対策室（伯野春彦室長）［肝炎関連］  

1。 政策体系上の位置付け   

厚生労働省では、基本目標＞施策大目標＞施策中目標＞施策小目標を設定して政策を実施してい  

ます。本施策は施策中目標に当たり、政策の体系上の位置付けは次のとおりです。  

【政策体系（図）】  

【政策体系（文章）】  

基本目標Ⅰ 安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進すること   

施策大目標5 感染症など健康を脅かす疾病を予防・防止するとともに、感染者等に必  

要な医療等を確保すること  

施策中目標1 感染症の発生・まん延の防止を図ること  

（関連施策）  

「Ⅰ－8－1」は、感染症対策という点で、本施策と関連しています。   

「Ⅰ－12－1」は、危機管理という点で、本施策と関連しています。   



【別紙1】  

政策体系番号：Ⅰ－5－1  

（予算書との関係）  

本施策は、予算書の以下の項目に対応しています。  

（項）感染症対策費：感染症予防事業等に必要な経費（一部）  

結核に関する試験研究に必要な経費卜一部）  

感染症の発生・まん延防止に必要な経費（一部）  

2． 施策の概要   

本施策は、次の施策小目標を柱に実施しています。主な事務事業等や設定している指標・目標値  

は別図（政策体系）を参照下さい。また、本施策の実現のために投入している資源は次のとおりで  

す。   

（施策小目標）  

（施策小目標1）感染症対策の充実を図ること  

（施策小目標2）新型インフルエンザ対策を推進すること  

（施策小目標3）肝炎対策を推進すること   

（予算）  

f‡18   H19   珂20   ＃21※評価対象年度   H22   

予算額  63，661   90，130   29，385   

（決算額）（百万円）  （32，354）   （55，288）   

税制減収額見込み  

（実績）（百万円）  

3飯  施策を寛更り善く環境 鵬 評衝の前提  

（1）施策の枠組み（根拠法令、政府決定、関連計画等）  

○肝炎対策の推進については、「肝炎対策基本法」（平成21年12月4日法律第97号）  

が平成22年1月1日から施行されているところ。  

・同法3条において、  

国は、「肝炎対策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。」とされているところ。  

・平成22年度以降、同法9条に基づき、  

厚生労働大臣は、「肝炎対策の総合的な推進を図るため、肝炎対策の推進に関する基本的  

な指針を策定」する予定。  

2  
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E別紙1】  

政策体系番号：Ⅰ－5－1   

。本指針の策定に当たっては、同法9条、19条、及び、20粂により、あらかじめ「肝炎患  

者等及びその家族又は遺族を代表する者、肝炎医療に従事する者並びに学識経験のある老」か  

ら構成される「肝炎対策推進協議会の意見を聴くもの」とされているところ。  

（平成22年6月から、同協議会を開催し、本指針の策定について、意見を聴取しているとこ  

ろ。）  

（2）現状分析（施策の必要性）  

○肝炎対策の推進について   

B型・C型ウイルス性肝炎（以下、「肝炎」）は、国内最大級の慢性感染症であり、その対  

策は国民的課題である。   

肝炎は自覚症状が現れにくいため、肝炎ウイルスに感染していることに気がつかないまま、  

肝硬変・肝がん等の重い病気に進行してしまう方が多い。しかしながら、早期に適切な治療を  

実施すれば、肝炎甲治癒あるいは肝がん等への進行を遅らせることが可能である。このため、  

国民の健康保持の観点から、B型・C型肝炎ウイルスの感染を早期に発見し、早期かつ適切な  

治療を推進することが非常に重要である。  

（3）施策実施上の諾意事項（総務省、会計検査院等による指摘）  

4。  評価と等後の方向性   

指標・目標値の動き等をもとに、本施策を評価し、今後の方向性をまとめました。施策小目標ご  

との詳細な評価は、5．を参照下さい。  

5。評価と等後の方向性（施策′」唱標ごと）   

施策小目標ごとの評価と今後の方向性は次のとおりです。指標・目標値の動きは別図を参照下さ  

い。また、個別の事業ごとの評価は別表を参照下さい。指標の出典等は9．参考を参照下さい。  

（3）施策小白襟3「肝炎対策を推進すること」関係   

目標値二）                               ！   

（指標¢  



【別紙1】  

政策体系番号：Ⅰ－5－1  

肝疾患診療連携拠点病院の設  

置数（都道府県数）  

達成率（○／47）  

肝疾患診療連携拠点病院等連  

携協議会の開催数（1病院平均）  

達成率  100．0％  107フ％  

肝疾患診療連携拠点病院肝疾  

患相談センターにおける相談  

件数  

11，384  

達成率  1，060．0％   158．4ヲ乙  

【調査名・資料出所、備考等】  

指標9：平成22年7月30日時点健康局疾病対策課肝炎対策推進室調べ（なお、肝疾患  

診療連携拠点病院の整備は、平成19年度から開始したため、平成18年度以前の実績値  

はない。）  

指標10：同上  

指標11：同上  

参考統計  

【調査名・資料出所、備考等】  

（事務事業等の概要）  

○厚生労働省は、平成20年度から、新たに、肝炎総合対策を実施しているところ。  

・「肝炎ウイルスの感染を早期に発見し、早期かつ適切な治療を進めること」、  

・「肝炎に対する正しい知識の普及啓発により、新たな感染を予防し、感染者・患者の方々   

が安心して暮らせる環境づくりを進めること」を基本的な方向性としており、   

平成21年度は、以下の5つを柱とする取組を実施。  

①肝炎治療促進のための環境整備（肝炎インターフェロン治療に対する医療費の助成）  

・B型及びC型肝炎は、インターフェロン治療により、肝硬変や肝がんといったより重篤   

な疾病を予防したり、進行を遅らせることが可能である。しかしながら、これらの治療に   

関する医療費については保険適用がされているものの、自己負担額が高額なものとなる。   

4   
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E別紙1】  

政策体系番号：Ⅰ－5－1   

・そこで、早期かつ適切な治療を推進するため、厚生労働省は、肝炎インターフェロン治  

療に係る経済的負担軽減を図る助成事業を行っている。（実施主体は都道府県。国は1／  

2を補助。）  

・この医療費助成は、助成を受ける患者の世帯の所得（市町村民税課税年額）に応じて、  

月当たりの医療費を軽減するものである。   

平成21年度においては、新たな医学的知見等を踏まえ、早期かつ適切な治療の推進に  

資するよう、下記2点の措置を講じた。  

1）一定条件の下、投与期間の延長を認める。   

2）所符階層区分の認定に際し、世帯の生活実態を反映するよう例外的取扱いを認める。  

※なお、平成22年度予算においては、肝炎対策基本法及び最新の医学的知見等を踏  

まえ、自己負担限度月額の引下げ、B型肝炎の核酸アナログ製剤治療を助成対象医療に  

追加する等の改善を行い、更に利用しやすい制度となるよう措置したところ。  

② 肝炎ウイルス検査の促進  

。肝炎ウイルス検査体制の整備については、すべての都道府県、保健所設置市、特別区（計  

136）において、利用者の利便性に配慮して、保健所又は委託を受けた医療機関において無   

料で肝炎ウイルスの検査が行われているところ（平成21年6月調査）。  

・また、肝炎ウイルス検査体制の整備とともに、検査に関する受検勧奨にも取り組んでい   

る。「肝臓週間」（毎年5月の第4週）における様々な広報媒体を用いた集中的な受検勧   

奨等を実施。  

③ 肝疾患診療体制の整備、医師等に対する研修、相談体制整備などの患者支援等  

・肝炎の治療に際しては、正確な病態の把握や治療方針の決定、インターフェロン治療に   

伴う副作用を適切にコントロールすることが重要であるため、仕事等と治療を両立しやす   

いよう、地域における肝疾患の専門医療機関と、かかりつけとして日常的な肝炎治療を担   

当する医療機関の連携体制の構築が重要である。  

・このため、厚生労働省においては、各都道府県において指定される「肝疾患診療連携拠   

点病院」を中心とした、地域の肝疾患診療ネットワークの整備を進めている。   

また、   

■「肝炎情報センター」を（独）国立国際医療研究センターに設置し、拠点病院間の情報   

共有支援や、拠点病院向けの研修等を実施するなど、肝炎医療の均てん化及び水準の向上   

のための取組を進めている。  

④ 国民に対する正しい知識の普及と理解  

・肝炎は、多くの方が羅患・感染している身近な病気であるためゆえ、国民の皆様に肝炎   

に関する正しい知識を知っていただき、肝炎という病気を正しくご理解いただくことが、  

5   
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【別紙1】  

政策体系番号：Ⅰ－5－1   

肝炎ウイルスの新たな感染を予防するためにも、また患者や感染者の方が安心して暮らせ  

る環境づくりのためにも重要である。  

・このため、厚生労働省及び肝炎情報センターのホームページや、分かりやすいパンフレ  

ット等を用いた、正しい知識の普及啓発に努めているところ。  

⑤ 研究の推進  

・厚生労働省においては、2008（平成20）年6月に、国内の肝疾患の専門家により取りま   

とめられた「肝炎研究7カ年戦略」に沿って研究課題を設定し、新たな肝炎治療法・治療   

薬の開発等、基礎から臨床まで幅広く研究を推進している。  

（評憾と令後の方向性）  

○ 事務事業の評価に関しては、平成20年度から、新たに実施している肝炎総合対策も2年目   

であり、主な事業の実施主体である都道府県等の自治体において、早期発見・早期かつ適切な   

治療の推進のための制度面での対応【肝炎医療費助成制度や肝炎ウイルス検査の無料実施体制   

及び肝疾患診療連携拠点病院を中心とした地域の肝疾患診療連携体制の整備】笹関しては、取   

組の遅れている自治体も散見されるものの、着実に進展している。   

（平成21年度において、全都道府県が、肝炎医療費助成事業及び肝炎ウイルス無料検査を  

実施。平成21年度末現在で44道府県が肝疾患診療連携拠点病院を指定済み。）   

平成22年度においては、引き続き、自治体に対し、肝炎ウイルス無料検査実施体制の充実  

（委託医療機関での実施、委託医療機関数の増加等）及び未指定都県に対する肝疾患診療連携  

拠点病院の早期指定について、個別重点的な働き掛けを行う。  

○ 一方で、諸制度を実際に、国民の方に活用いただくためには、   

・国民一人→人において、肝炎という病気についての認識を深め、早期発見・早期かつ適切  

な治療の重要性の認識を保持するための広報・普及啓発活動、   

・国・都道府県等において措置されている肝炎に係る諸制度についての周知、が不可欠であ  

る。  

○ なお、肝炎対策について、定量的に課題を把握し、評価を実施するための適切な指標が存在   

しないため、「肝炎の早期発見・早期かつ適切な治療の推進」について、実際のところの政策   

の効果・残された課題等、が把握できていないところ。   

今後、適正かつ効率的・効果的な肝炎対策の立案・実施に向け、肝炎感染者・患者数やその   

うちの自覚者数、自覚の端緒となった検査機会、適切な治療を受けている者の数、適切な治療   

を受けていない場合の具体的理由等を、詳細に定量的に把握することについて、検討を進める   

必要かある。   
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政策体系審号：Ⅰ－5－1   

0 肝炎対策の推進に係る今後の方向性については、  

。平成22年1月から施行された「肝炎対策基本法」（平成21年法律第97号）により、厚生   

労働大臣は、「肝炎対策の総合的な推進を図るため、肝炎対策の推進に関する基本的な指針（以   

下、「基本指針」）を策定」することとされており、策定後は、基本指針に基づき、肝炎対策   

を推進していくこととなる。  

・同法において、基本指針の策定に当たっては、あらかじめ「肝炎患者等及びその家族又は遺   

族を代表する者、肝炎医療に従事する者並びに学識経験のある者」から構成される「肝炎対策   

推進協議会の意見を聴くもの」とされているところ。  

。平成22年6月から同協議会を開催し、基本指針の策定について意見を聴取しているところ   

であり、協議会意見を踏まえて基本指針を策定する予定。   
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6．施策の随時の見直し－現状把握の取組   

厚生労働省では、施策の随時の見直しや将来の企画立案に活かすべく、現状把握の取組を行って  

おり、そのうち主なものは以下のとおりです。  

月  件名   内容   その後の対応   

6  肝炎対策基本  

月   指針策定に当  

たり、肝炎対  

策推進協議会  

の意見を聴取  

する。   

8  

月   

7．評価結果の政策への反映の方向性  

（1）予算について   

以下の□で囲んだ方向で検討します。  

・廃止  

・見直しの上（増額／現状維持／減額）  

・見直しをせず、現状維括   

（2）税制改正要望について  

（3）機構・定員について   

（4）指標の見直しについて  

8．有識者の知見の活矧こついて  

○肝炎対策の推進について  

・今後開催される肝炎対策推進協議会において、平成21年度における肝炎対策に係る実績の評  

価について意見聴取する予定。   



【㈲j紙1ヨ  

政策休系番号：Ⅰ－5－1  

9¢ 参考   

本評価静＝いで引川した閣議決定、審議会の指摘、総務省による行政評価・監視に基づく勧告、会  

計険査院による指摘等や各種のデータは以下のサイトで柵認できます。   

サイト名について特に記職のないものは、厚／1三労働省ホームページです。  

肝炎対策に関すること  トttp：〃www坤  
Jけ炎対策推進協議会質料等  

llttロ：／／www．Ⅰュ111lw．巨0．わ／sllill由／ka11ell．11hュ11＃【op  

1ぐ二）添付賓料等－ノ岩  

有評価苦の添イ、j‾質料は以卜のとおりです。また、本訴朝ほ巨1で言及した新しい事業や税制改二j仁要  

望について、中浦評仙を尖施しているものについては掲敲先のURLをあわせてホしています。  

別図 政策休系（1－5ul）  

別表1－O 「肝炎対策事業」（車業評価シート）  

9   



A  

政策評価体系上の位置付、通し番号 －5－2－（－）  

事業評価シート   

予好事業名  肝炎対策事業  】事業開始年度l   平成18年度   

担当部局・課室名     健康局疾病対策課肝炎対策推進室室長 伯野 春彦   
作成責任者  

根拠法令（具体的な条  
文（○条○項など）も   

苫己載）  

関係する通知、     平成20年3月31日催発第0331001号厚生労働省健康局長通知「感染症対策特別促進事業について」   
計画等  

（項）感染症対策室竺  

予算体系  （大事項）感染症予防事業等に必要な経費  

（目）疾病予防対策事業費等補助金   

口直接実施  

□業務委託等（委託先等：  
）  

実施方涛  
臥補助金（垂砂川‖妾〕（補助先＝湘道府県、独立行政法人等実施主体：都道府県、肝疾は診頼通臥拠点病院）  

口篭イ寸（貸付先：  ）ロその他（  ）   

役員総数  
／   常勤役員数   ／   非常勤役員数   ／  監事等  

（官庁OB／役見地）  
／   

独法、公 職員総数   十 内、官庁OB  役員報酬細  官庁0   

†  
の観  

桜立金等の綿  内訳  

各都道府県において実施される肝炎対策に関する各棟施策の推進及び各都道府県に設置されている肝  
目的  疾患診痢連携拠点病院機能への支援を行うことにより、住民に対する感染予防、早期発見及び早期治漬  

（何のために）           の推進並びに患者支援の推進を図る。  

対象・一  
（誰／何を対象に）  

各都道府県内の住民（肝炎患者、その家族を含む）   

制  
度  
概  

○ 都道府県事業  

要  
肝炎対策協議会、肝炎診療従事者研修、ポスター■リーフレット作成、シンポジウム等  
開催、新聞・中昂り広告、肝炎患者等支援対策  

事業／制度内容  

（手段、手j法など）  肝疾患診療連携拠点病院等連絡協議会開催、肝疾患相談センター、肝炎専門医痴従事者  
研修  
上記メニュー事業を実施する都道府県又は肝疾患診療連扶拠点病院に対する補助。  

平成22年度予主筆額  人件費   

概算人件班  
事業費   851，634 百万円  職員構成   （平均給与×従瑚  

職員数）   

＝】  

ス  人件兜   
ト  【干円 〉  1人  

総 計   0 百万円    担当正職員           851．634 百万円    臨時柑員他   i千。   r人   

年 度   総 額   地方公共回イ本の裏負担がある場合、概算の総韻  

H19（決算絨）   25．346   25．346  

H19（決算上の不用納）   607．688  

予算続推移等  H20（決算額）   186．677   79．610  
（財源内訳／  

単位百万円）  H20（決算上の不用紺）   510．821  

H21（予罪（補正込））   B79，577  

H21（決算見込）   403．567   94，898  

H22予算   851．634  

平成22年度  
予算額  補助金（国1／2、10／10（独立行政法人等のみ））   

（補助金の場合は負担   

割合等も）  

■ r－  
・ 、   



B  

予算事凄名  肝炎対策事業  l事業開始年度l  平成18年度   

担当部局・課量名  作成豪儀者   健康局疾病対策課肝炎対策推進室室長 伯野 春彦   

ウイルス性肝炎は、長期間の経過の後に肝硬変や肝がんを引き起こす可能性があることから、地域  

事業／制度の     における肝炎診療の充実及び向上のため、医療提供体制の確保や患者への情報提供を行う必要が  
必要性  ある。また、国民に対して、肝炎に係る感染予防、早期発見及び早期治療を推進するため、シンポジウ  

ムの開催など、様々な肝炎に関する普及啓発事業を行う必要がある。   

他省庁、自治体、犀間  
等における類似事業  

他省庁、自治体、民間  
等との遠浅・役割分担  

【指標】  ～単位  H19年度実績  H20年度実績  H21年度実績  

月霊彗病院の設置数‘都道府県数）  17  
牛  

【36．2％】   【72．3％】   【93．6％】  

ア ウ ト  
活動実鏡  

（一病院平均）（前年度以上／毎年度）   
回  

1．3  1．3  1．4  

プ  
【－】  【100．0チ乙】  【107．7％】  

肝疾患診療連携拠点病院肝疾患相談センターにお 
ツ  ける相談件数（前年度以上／毎年度）  】件  r   

678  7．187  11．384  

ト  【．－】  【1．060，0％】   【158．4％】  

予算執行率   l％   4   26．8   43．4   

【指標】（達成水準／達成時期） 単位  H19年度実績   H20年度実績   H21年度実績  
【達成率】  【達成率】  【達成率】  

ア  
達成目標  

ウ ト  

力  

ム  実績  

事業／制度の 自己評価  肝疾患診療連携拠点病院については、すべての都道府県において、原則1箇所指定することとしてい  
（アウトカム指標の分  

析。適宜アウトプット に  
指標言及）  

見直しの方向性  
．ム． ‾丁   （より効率的▲効  現在、肝炎対策基本法に基づき設置された肝炎対策推進協議会において、肝炎対策の推進に関する基   
後  果的な事業とする  本的な指針を策定するための検討を進めているところである。同協議会における議論等を踏まえ、よリ   
の  効率的・効果的な事業となるよう取り組んでいく。  
方  

向  

性   廃止  

方針（担当部鳥案）      瀧ヒ冨島，芸琵維持  
現状維持  減額l検討中   

比較参考値  
（諸外国での類似事業  
の例など）  

特記事項  
（事業／制度の沿革、こ  
れまでの予算の削減に  
向けた取組み、目標達  

成のための関連事業等）  

＊アウトプット指標■アウトカム指標は、該当する施策小目標で設定している指標を中心に記載  

一等√う∴   




